
■共済情報 

 
● 会員事業所情報 提供のご案内 ● 

会員皆さんのチラシやパンフレット等を｢商工会報｣発行時に配布いたします。 
 

 

 

● 配布するチラシ等は、事業所にてご用意下さい。配布先は、下関市商工会 全会員事業所です。(約1,000

枚） 

●詳細については、各支所にお問い合わせ下さい。 

■事務局からのお知らせ 

職員の退職・採用・異動等 

●退職者 ３月３１日 

 経営指導員    河田 康人【定年退職】 

 記帳専任職員 吉村 里賀 

●採 用 ４月１日 

 本所 経営指導員 松岡 孔明 [山口県商工会連合会：補助員] 

●異動等 ４月１日 

 菊川町支所長及び本所総務部統括兼務 上田 章仁 [菊川町支所長] 

 豊浦町支所長 末永 順 [豊浦町支所：経営指導員] 

 菊川町支所 記帳専任職員 木村 知美 [豊浦町支所：記帳指導職員] 
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会  報 
 ５月２４日 通常総代会が開催されました。上程された議案 (別

添総代会資料）は、全て原案のとおり承認可決されました。 
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お 知 ら せ 

 今後も会報で実施事業の

周知、および各種改正等

のお知らせをします。 

 年間に2回の発行を予定

しています。 

 

平成２９年３月１７日、第４回認定の審査結果が公表され、当会が申請した「経 

営発達支援計画」が経済産業大臣に認定されました。今後、下記の事業を推進し、 

小規模事業者を対象に事業計画策定や需要開拓などの個社支援に取り組みます。 

★ 事業概要 ★ 

①地域経済動向調査 

景況調査・既存調査の収集、専門家を活用したこれらの分析を行い、調査結果を 

職員間で共有し、支援・指導及び助言を行う際の基礎データとする。また、小規 

模事業者等が経営計画を策定する際の参考となるよう調査結果を広く提供する。 

②経営状況の分析 

外部の専門家と連携して事業者の経営状況等を把握し経営の現状を分析するとと 

もに、事業計画策定に向けてサポートする。事業計画を策定することで、小規模 

事業者の経営課題を明確化することが出来る。 

③事業計画策定支援 

 小規模事業者が抱える問題解決や目標に沿った計画策定を支援することで、小 

規模事業者の経営課題解決や持続的な発展に寄与することを目的に以下の事業を 

実施する。 

④事業計画策定後の実施支援  

事業計画策定後、３ヶ月に１回の巡回訪問を実施し計画の進捗状況を確認する。計画が未実施である場合は 

原因の究明及び計画の見直しや支援策の検討を行う。これにより小規模事業者の問題解決能力が向上する。 

⑤需要動向調査 

一般的な消費動向や市場動向の調査分析と併せ、地域内小規模事業者を対象にしたアンケート調査を行い、 

地域内需要動向調査をメインに実施する。 

⑥地域経済の活性化に資する取り組み  

｢地域活性化ミーティング」を開催し、当地域の魅力・小売・サービス業等を中心とした地域経済の活性化・

にぎわいの創出・ブランド化への方向性について検討する。 

⑦事業の成果、評価及び見直しをするための仕組みの構築  

難易度の高い課題、専門性を有する課題や長期的な経営課題や経営目標有する企業の経営計画・事業計画の 

策定を支援する。 

  

 小規模事業者の事業の持続的発展を支援するため、商工会及び商工会議

所が、小規模事業者による事業計画の作成及びその着実な実施を支援する

ことや、地域活性化にもつながる展示会の開催等の面的な取組を促進する

ため、商工会及び商工会議所が作成する支援計画のうち、小規模事業者の

技術の向上、新たな事業の分野の開拓その他の小規模事業者の経営の発達

に特に資するものについての計画を経済産業大臣が認定する仕組みが導入
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■金融情報 各支所にご相談下さい  

運転資金：仕入資金、買掛金・手形決済、諸経費支払 

設備資金：店舗・工場改装、営業車両購入、機械・設備・備品購入 

資 金 使 途 運 転 資 金 設 備 資 金 

融資限度額 ２，０００万円以内 

返済期間 (うち据置期間) ７年以内 (1年以内) １０年以内 (2年以内) 

融 資 利 率 １.１１％ (平成29年5月17日現在) 

担保・保証人 不要 (信用保証協会の保証も不要) 

①常時使用する従業員が２０人以 

 下（商業・サービス業は５人以 

 下）の法人・個人事業主の方 

②商工会の経営指導員による経営 

 指導を原則６カ月以上受けて事 

 業改善に取り組んでいること 

③最近１年以上、下関市で事業を 

 行っている方 

④商工業者であり、日本政策金融 

 公庫の融資対象業種を営んでい 

 ること 

⑤所得税、法人税、事業税等義務 

 納税額を全て完納している方 

融資機関 日本政策金融公庫 

経営改善を図ろうとする小規模事業者の方々をバックアップするため、

下関市商工会の推薦により無担保・無保証人・低金利で融資を受けられ

る国(日本政策金融公庫)の公的融資制度です。 

融 資 対 象 
以下の条件をすべて満たす方 

商工会へ申し込み 商工会が推薦 日本政策金融公庫が審査 / 融資   

※提出する書類は商工会にご確認ください。 

■共済情報 

小規模企業の個人事業主が事業を廃止した場合や会社等の役員が役員を退職した場合など、

第一線を退いたときに、それまで積み立ててこられた掛金に応じた共済金をお受け取りになれ

る共済制度です。 

平成２８年４月からの小規模企業共済制度改正 

について 

 平成28年4月1日に「中小企業における経営の継承の円滑化に 

に関する法律等の一部を改正する法律」(平成27年法律第61号) 

が施行されたことに伴い、小規模企業共済制度が以下の通り改 

正されました。 

 また、あわせて、小規模企業共済制度の契約者貸付制度も拡 

充されました。 

 

 制度改正のポイント 

●各種お手続きが便利になりました! 
※「加入申込手続き 掛金増額手続き 掛金減額手続き など」 

●共同経営者が独立後も共済契約を継続できるよう 

になりました! 

●一定の共済事由について受け取れる共済金額がＵ 

Ｐしました! 

●共済金を受け取れる遺族の範囲が広がりました! 

●契約者貸付制度が拡充されました! 
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 労働保険のお知らせ 

年度更新の手続きは６月1日から７月１０日までの間に行っていただくことになります。 

労 働 保 険 料 
第１期 ( 全期 ) 第２期 第３期 

納 期 限 
個 別 事 業 

７月１0日 
１０月３１日 翌年１月３１日 

事 務 組 合 １１月１４日 翌年２月１４日 

３    回    分    割 

※個別事業の方は、概算保険料の額が４０万円（労災又は雇用保険のいずれか一方の保険関係のみ成立 

  している事業については２０万円）を超える場合に延納（３回分割）ができます。 

 事務組合へ委託の事業所は、額の多少にかかわらず延納ができます。 

平成２９年度分 労働保険等 申告書受付相談会の開催日程 （下関地区） 

◆６月２１日 海峡メッセ下関 ８０５会議室        ◆６月２１日 下関市商工会 本所（豊浦町）    

◆６月２２日 下関市商工会 菊川町支所     ◆６月３０日 海峡メッセ下関  805会議室 

◆７月 ４日 下関市立長府東公民館 第1研修室  ◆７月 ７日 下関市立長府東公民館 第1研修室 

各会場とも午前１０時より午後３時までの受付です。 

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆ 


